
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

最近の建設産業と技能労働者をめぐる
状況について

国土交通省 土地・建設産業局

平成２８年２月



１.建設産業と技能労働者をめぐる状況
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民間投資額（兆円）

政府投資額（兆円）

就業者数（万人）

許可業者数（千業者）

（兆円） （千業者、万人）

（年度）
出所：国土交通省「建設投資見通し」・「許可業者数調べ」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については平成24年度まで実績、25年度・26年度は見込み、27年度は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。平成23年は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について平成22年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値

○ 建設投資額はピーク時の４年度：約84兆円から22年度：約41兆円まで落ち込んだが、その後、増加に転じ、27年度
は約48兆円となる見通し（ピーク時から約42％減）。

○ 建設業者数（26年度末）は約47万業者で、ピーク時（11年度末）から約21％減。
○ 建設業就業者数（27年平均）は500万人で、ピーク時（９年平均）から約27％減。

建設投資、許可業者数及び就業者数の推移

就業者数のピーク
685万人（９年平均）

就業者数ピーク時比
▲27.01%

500万人
（27年平均）

473千業者
（26年度末）

許可業者数ピーク時比
▲21.3%

建設投資
48.5兆円

建設投資ピーク時比
▲42.3％

許可業者数のピーク
600千業者（11年度末）

建設投資のピーク
84.0兆円（４年度）
就業者数：619万人
業者数：531千業者
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○建設業就業者： 685万人（H9） → 498万人（H22） → 500万人（H27）

○技術者 ： 41万人（H9） → 31万人（H22） → 32万人（H27）

○技能労働者 ： 455万人（H9） →   331万人（H22） →  331万人（H27）

20.2

20.9 21.3
21.6 21.6

21.9
22.2

22.8
23.1

23.7 23.5 
23.1 

23.7 

24.6 

25.6 

26.5 
27.0 

27.9 

28.2 28.4 
28.5 28.6 28.7 28.86 29.2 

20.9

21.7
22.3 22.323.1 23.2

23.7
24.124.2

24.5 24.8 

23.9 

24.8 26.0 

28.1 

29.4 

30.2 

31.3 

32.2 
32.5 

33.1 
32.8 

33.6 34.27 
34.26 

33.8

22.8

23.1

23.2

23.4

23.6
23.5 23.8 23.5

23.3

22.9 22.8 
22.3 

21.5 
20.9 

20.2 
19.7 

19.4 

18.6 

18.3 
17.8 

17.5 17.3 
16.7 

16.6 
16.4 

16.2 

16.8

17.9
18.4

19.8
20.5

21.1

21.822
21.6

21.0
20.5 

19.6 
19.1 

17.7 

16.1 
15.5 

15.0 

13.8 

13.0 12.8 

11.6 11.8 
11.1 

10.2 10.7 10.8 

9.0

11.0

13.0

15.0

17.0

19.0

21.0

23.0

25.0

27.0

29.0

31.0

33.0

35.0

37.0

H2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

（％）

(年）

○ 建設業就業者は、55歳以上が約34％、29歳以下が約11%と高

齢化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題。
※実数ベースでは、建設業就業者数のうち平成26年と比較して

55歳以上が約4万人減少、29歳以下は同程度（平成27年）

出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省で算出出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出

技能労働者等の推移 建設業就業者の高齢化の進行

全産業（５５歳以上）

全産業（２９歳以下）

建設業：約３割が５５歳以上

建設業：２９歳以下は約１割

（※平成２３年データは、東日本大震災の影響により推計値。）

建設業就業者の現状
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年齢階層別の建設業の就業者、技能労働者数

平成２６年（技能労働者数：３４１万人）
（年齢）

（万人）

※ 総務省「労働力調査」(暦年平均)を基に国土交通省で算出（技能労働者数については、年齢階層別の建設業就業者数を建設業の就業者に占める技能労働者の割合で割り戻して推計。）

（万人）

（年齢）

36.4万人

116.7万人
111.9万人
(▲4.1%)

35.7万人
(▲1.9%)

平成２６年（建設業就業者数：５０５万人） 平成２７年（建設業就業者数：５００万人）
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（年齢）

173万人

54万人

169万人
(▲2.3%)

54万人
(0%)

（万人） （万人）

平成２７年（技能労働者数：３３１万人）
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【参考】年齢階層別の製造業、全産業の就業者数

【参考】平成２６年（製造業就業者数：1,040万人）
（年齢）

（万人）

【参考】平成２７年（製造業就業者数：1,035万人）

（万人）

（年齢）

253万人

163万人

256万人
(1.9%)

160万人
(▲1.8%)
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※ 総務省「労働力調査」(暦年平均)

【参考】平成２６年（全産業全就業者数：6,351万人）
（年齢）

（万人）

【参考】平成２７年（全産業全就業者数：6,376万人）

（万人）

（年齢）

1,833万人

1,044万人

1,840万人
(0.4%)

1,035万人
(▲0.9%)
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【参考】建設投資の状況

公共投資の状況(公共工事前金保証統計における請負金額) 民間投資の状況（床面積の合計、工事費予定額）

手持ち工事高の推移(前年同月比)

※ 国土交通省「建設総合統計」
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平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

（%）

平成26年
（請負金額：百万円）

平成27年
（請負金額：百万円）

前年比

14,794,045 13,936,510 -5.8%

※ 東日本保証建設業保証等「公共工事前払金保証統計」 ※ 国土交通省「建築着工統計調査」における表中項目の民間投資分を集計

平成26年 平成27年 前年比

床面積合計
（㎡） 124,304,606 122,277,889 -1.6%

工事費予定
額（万円） 2,220,134,646 2,321,187,275 4.6%
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建設技能労働者過不足率の６職種の推移(建設労働需給調査より）

出典：労働需給調査（国土交通省）※「6職種」とは、型枠工（土木）、型枠工（建築）、左官、とび工、鉄筋工（土木）、鉄筋工（建築）をいう。
※調査対象は建設業法場の許可を受けた法人企業（資本金３００万円以上）で、調査対象職種の労働者を直用する建設業者のうち全国約３,０００社（うち有効回答者数1,538（H27.12の場合））
※現在の過不足状況調査事項：モニター業者が手持ち現場において①確保している労働者数、②確保したかったが出来なかった労働者数、③確保したが過剰となった労働者数

過不足率＝（（②-③）／（①＋②））×１００

不足

過剰

（％）

震災リーマンショック
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出所：2010年まで総務省「国勢調査」、2015年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口
（平成24年１月推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果

○ 我が国の生産年齢人口（15-64歳人口）は、2060年には4,418万人まで大幅に減少する見通し。
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人口

生産年齢人口
（15-64歳）

（年）

（万人）
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主な産業の新規求人数（平成21年～平成26年）
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建設業における高齢者の大量離職の見通し

出所：総務省「労働力調査」を元に国土交通省で算出

（万人）

（年齢）
10年後には大半が引退

若年入職者の確保・育成が喫緊の課題
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建設業における入職・離職状況
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新規学卒者の建設業への入職状況

出所：文部科学省「学校基本調査」及び総務省「労働力調査」

(千人)

出所：厚生労働省「新規学卒者の事業所規模別・産業別離職状況」
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就業者数（建設業／全産業）
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出典：厚生労働省「平成26年度「技能検定」の実施状況まとめ(H27.8.7) 」

建設分野における技能検定受験申請者の状況(建設関係32職種)

○ 建設分野の技能検定の受検申請者数は平成23年度を底に増加傾向。平成26年度には５年ぶりに５万人を突破。

○ 特に鉄筋施工、とび、建築大工、型枠施工職種において受験申請者数が大きく増加。

27,059 26,590 25,734 25,380 24,092 22,438 
20,289 19,916 19,889 20,930 

2,008 2,220 2,555 2,901 
2,496 

2,012 
1,779 2,093 2,196 

2,540 

3,021 3,128 3,377 3,858 
3,179 

2,508 

2,233 2,795 3,149 
3,892 

2,809 3,234 3,301 3,883 

3,627 

3,746 

3,381 3,687 3,893 

4,460 

7,317 6,704 5,962 5,516 

5,225 

4,946 

4,786 4,721 4,708 

4,798 

4,659 4,836 
4,760 4,594 

4,521 

4,218 

4,340 4,644 4,642 

5,185 

8,520 8,745 9,419 10,037 

8,729 

8,535 

7,865 
8,266 8,608 

8,438 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26（年度）

（人）

55,457 55,108 56,169

51,869
55,393

48,403

44,673
46,122 47,085

50,243

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

技能検定受験申請者総数
781,539

（+0.8%）
749,145

（-4.1%）
721,981

（-3.6%）
688,575

（-4.6%）

うち建設関係32職種の受験者
申請者数

44,673
（-7.7%）

46,122
（+3.2%）

47,085
（+2.1%）

50,243
（+6.7%）

■塗装 ■建築大工 ■造園 ■とび ■鉄筋施工 ■型枠施工 ■その他 12



上段：「定着達成」企業（N=2249）

下段：「定着未達」企業（N=1228）

16.3

11.2

12.8

11.6

13.4

39.0

4.3

45.7

32.1

42.1

23.6

23.1

28.1

18.1

1.0

3.9

4.6

13.6

11.2

13.1

8.5

9.1

9.5

28.3

22.2

4.8

28.0

20.1

33.9

16.4

13.3

18.3

14.3

42.4

1.2

9.3

9.8

55.7

56.0

8.4

0 20 40 60 80

週休2日制の推進

労働時間短縮のための工程の

改善

機械化による作業の軽減

危険作業の機械化等による安

全確保

清潔な作業環境への改善

事前に作業計画を周知する

社会保険への加入

福利厚生の向上

社員寮の設置

職場の人間関係をよくする

仕事の内容に対応した賃金

能力や資格を反映した賃金

年齢・勤続年数に対応した賃金

月給制の導入

仕事を恒常的に確保する

将来のキャリアアップの道筋の

提示

技能教育の推進、資格取得の

支援

その他

特に取り組みを行っていない

無回答

(%)

若手の技能労働者が定着しない主な原因

■ 企業が考える若年技能労働者が定着しない理由 （複数回答）／
建設業離職者（離職時若年層）が仕事を辞めた一番の理由

■若年技能労働者を定着させるための取り組み（複数回答）

建設業離職者 建設業での仕事を辞めた

一番の理由

離職時若年層の建設業離職者（N=178）

8.4

5.6

5.1

6.7

3.9

9.0

2.8

2.8

5.6

7.9

6.2

9.6

6.2

1.1

1.1

2.8

3.4

11.8

0.0

0 20

休みが取りづらい

労働時間が他の職業に

比べて長い

作業がきつい

作業に危険が伴う

作業環境が悪い

遠方の作業場が多い

社会保険の加入率が低い

福利厚生が乏しい

現場での人間関係が難しい

労働に対して賃金が低い

ひと月の仕事量によって

賃金額が変動する

雇用が不安定である

将来のキャリアアップの

道筋が描けない

入職前のイメージとの

ギャップがある

技能・技術の習得が乏しい

体の不調・体力的な問題

会社都合（倒産・リストラ等）

その他

無回答

(%)

企業　若年技能労働者が定着していない理由

「定着未達」企業

（N=1122）

23.5

16.8

42.7

11.9

11.6

4.8

6.5

24.9

24.2

12.7

8.2

6.8

13.7

21.2

40.8

10.7

4.4

4.7
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0204060

休みが取りづらい

労働時間が他の職業に

比べて長い

作業がきつい

作業に危険が伴う

作業環境が悪い

遠方の作業場が多い

社会保険の加入率が低い

福利厚生が乏しい

現場での人間関係が難しい

労働に対して賃金が低い

ひと月の仕事量によって

賃金額が変動する

雇用が不安定である

将来のキャリアアップの

道筋が描けない

入職前のイメージとの

ギャップがある

技能・技術の習得が乏しい

（若年技能労働者の）

職業意識が低い

技術が身についたら

独立する、家業を継ぐ

その他

無回答

(%)

13
厚生労働省「雇用管理現状把握実態調査（平成26年度）」厚生労働省「雇用管理現状把握実態調査（平成24年度）」



【機密性２】

女性活躍支援に向けた取組の有無 女性活躍を推進する上での問題や課題

取組を行っ

ている, 
(29.6%)

現在、取組を行っ

ていないが、今後

行う予定である, 
(34.7%)

現在、取組を行っ

ていないし、当面

は行う予定もない, 
(35.7%)

出産後に復職した女性の割合

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

体力が必要な工程が多く、女性の担当業務が限られる

女性は育成しても離職率が高いイメージがある

女性は時間外労働等させにくいイメージがある

託児所がない

女性のための職場環境整備にはコストがかかる

男性社員、管理職、経営者の理解が不足

現場の男性の理解が不足

取引先等からの理解が得られない

家庭との両立をフォローアップするための人員の余裕がない

休業中の代替要員確保が困難

対象外の人が負担感を感じる

人事管理が複雑になる

セクハラ対応が困難というイメージがある

問題・課題を考えたことがない

その他

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

家庭との両立を配慮した労働時間の見直し

女性に適したハード環境整備の導入

家庭との両立を配慮した休暇取得制度の整備

制度利用へ向けた仕事手順等の共有

託児環境への支援

離職後に復職しやすい環境づくり

女性向け研修

経営者や男性上司向けの研修

家庭との両立を配慮した朝礼時間等の柔軟化

将来が描けるロールモデルづくり

妊娠・育児中の悩み相談の仕組み

育休後の昇進等人事制度の整備

その他

女性活躍を支援するために効果的だと思う取組

出所:国土交通省「建設業における女性の活躍推進に関する取組実態調査」（平成27年12月）

65.4%
54.5%

77.7%

0.0%
10.0%
20.0%
30.0%
40.0%
50.0%
60.0%
70.0%
80.0%
90.0%

100.0%

技術者 技能者 全産業

技術者 技能者 全産業

※ 全産業平均：平成24年雇用均等基本調査（厚生労働省）を基に国土交通省で計算

出産後、復職した女性の割合は、全産業平均を10～20%程度下回る状況

いまだ女性活躍推進への取組を行う予定のない企業が３割以上

女性活躍推進における現状と課題
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年齢階層別の賃金水準の推移

出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

平成26年

職別工事業 製造業

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

平成23年

職別工事業 製造業

○ 年齢階層を問わず全体として賃金水準は増加。
○ 賃金カーブのピーク時期は、依然として製造業よりも早く到来する傾向があり、付加価値の高

い頭脳労働（現場の管理、更新の指導等）が評価されていない可能性がみられる。

H23 　～19歳 ～24歳 ～29歳 ～34歳 ～39歳 ～44歳 ～49歳 ～54歳 ～59歳 ～64歳 ～69歳

職別工事業 2,175 2,492 2,940 3,479 3,616 3,763 3,698 3,570 3,462 3,409 3,017

製造業 2,247 2,810 3,174 3,570 4,115 4,476 4,828 4,793 4,862 3,178 2,832

H26 　～19歳 ～24歳 ～29歳 ～34歳 ～39歳 ～44歳 ～49歳 ～54歳 ～59歳 ～64歳 ～69歳

職別工事業 2,258 2,894 3,308 3,711 3,878 4,359 4,186 4,250 4,055 3,547 3,004

製造業 2,223 2,847 3,220 3,668 4,051 4,501 4,775 5,028 4,919 3,191 2,805

（千円）（千円）
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２.技能労働者の賃金水準について

16



(１) 最近の労働市場の実勢価格を適切・迅速に反映

(２) 社会保険への加入徹底の観点から、必要な法定福利費相当額を反映 （継続）

参考：近年の公共工事設計労務単価の伸び率

注）金額は加重平均値、伸率は単純平均値

全 国（17,704円）平成27年２月比；＋４．９％（平成24年度比；＋３４．７％）

被災三県（19,457円）平成27年２月比；＋７．８％（平成24年度比；＋５０．３％）

全職種平均

平成28年２月から適用する公共工事設計労務単価について

※ 被災三県における単価の引き上げ措置（継続）

全 国： H25 →H26 →H27 （H24比）
全 国：+15.1% → +7.1% → +4.2%（+28.5%）
被災三県：+21.0% → +8.4% → +6.3%（+39.4%）

単価設定のポイント

17



年間賃金総支給額（賃金構造基本統計調査より試算）

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

職別工事業

男性生産労働者

製造業

男性生産労働者

年間賃金総支給額

産業別水準（平成26年）[千円]

※職別工事業：大工・型枠・とび・鉄筋・左官・板金・塗装等
※職別工事業における生産労働者：建設現場で直接、職別工

事業に従事する労働者
※年間賃金総支給額＝決まって支給する現金給与（平成26年6

月分）×12＋年間賞与その他特別給与（平成25年分）
※調査結果は平成27年2月に公表

○ 厚生労働省の平成26年賃金構造基本統計調査に基づいて試算した、職別工事業の男性生産
労働者の年間賃金総支給額の水準は製造業より１２％の低い水準。

408万円

462万円

【調査規模等】
・10人以上の事業所に雇用される常用労働者（見習い、技術者、事務員等を含む）

のうち、職別工事業に従事する男性生産労働者約1万6千人分について調査。
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企業（元請・下請）が雇用する技能労働者の

賃金水準の引き上げ状況

平成27年 平成26年

○約７割の企業が、平成２６年（約１年前）以降、雇用する技能労働者の賃金水準を引き上げた（予定含む）と回答。

○引き上げた理由として、受注量の増加や、実勢価格の上昇を理由とするものが多く、引き続き市場の活性化が重要。

出典：平成２６年度下請取引等実態調査（国土交通省）

賃金水準の引き上げ状況(H27 下請取引等実態調査)
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%

0%

10%

20%
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50%

60%

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

引き上げ理由

全体 元請 一次下請 二次下請 三次下請以降

① 公共工事設計労務単価が上昇したため
② 所属建設業団体等の要請を受けたため
③ 発注者や元請負人と、賃金上昇を見込んだ契約ができたため
④ 受注量が増えるなど、業績が好調で、以前よりも賃金に回せ
る資金を確保できるようになったため

⑤ 労働者からの賃上げ交渉を受けたため
⑥ 周りの実勢価格が上がっており、引き上げなければ必要な労
働者が確保できないため

⑦ 応援の者に出している賃金と並びをそろえるため
⑧ 社会保険等へ新たに加入したため
⑨ 若者の入職促進など、業界全体の発展に必要と考えたため
⑩ その他

(61.2％)

30.9％

(％)

引き上げた
（予定含む）

引き上げていない
（予定含む）

引き下げた
（予定含む）
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３.社会保険未加入対策について
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社会保険等未加入対策について

○ 技能労働者の処遇の向上、建設産業の持続的な発展に必要な人材の確保
○ 法定福利費を適正に負担する企業による公平で健全な競争環境の構築

実施後５年（平成２９年度）を目途に、企業単位では許可業者の加入率１００％、労働者単位では製造業相当の加入状況を目指す。

総
合
的
対
策
の
推
進

目指す姿

行政による
ﾁｪｯｸ・指導

＜H２６．８～＞ ○下請総額３千万円以上の工事における社会保険等未加入建設企業の通報・加入指導等の実施
○元請企業及び下請総額３千万円以上の工事における一次下請企業を社会保険等加入企業に限定

＜H２７．４～＞ ○全ての工事で社会保険等未加入建設企業の通報・加入指導等の実施
＜H２７．８～＞ ○全ての工事で一次下請企業を社会保険等加入企業に限定する措置を試行

＜Ｈ２４．１１～＞
○下請企業の選定時に、加入状況の確認・指導。遅くとも平成２９年度
以降は、未加入企業を下請企業に選定しない取扱いとすべき。

○新規入場者の受け入れに際し、適切な保険に加入させるよう下請
企業を指導。遅くとも平成２９年度以降は、加入が確認出来ない作業
員の現場入場を認めない取扱いとすべき。 等

＜Ｈ２７．４～＞
○法定福利費を内訳明示した見積書の提出について、元請
企業から下請企業に対する見積条件に明示すること。

○提出された見積書を尊重し、各々の対等な立場における
合意に基づいて請負金額に適切に反映することが必要で
あり、他の費用との減額調整を厳に慎むこと。

法定福利費の確保下請企業への指導（下請指導ガイドライン）

直轄工事に
おける対策

＜Ｈ２４．７～＞
○経営事項審査における

減点幅の拡大

○ 地方への周知徹底（社会保険等未加入対策地方キャラバン） ※全国１０カ所
○ Ｑ＆Ａ，周知用リーフレットの作成

周
知

＜Ｈ２４．１１～＞
○許可時・経審時に加入状況を確認・指導
○立入検査時に加入状況に加え、元請企業の下請企業への指導状況を確認・指導
○指導に従わず未加入の企業は、保険担当部局への通報や監督処分の対象に

これにより、 を実現

＜Ｈ２４．４～＞直轄工事の予定価格への反映

＜Ｈ２５．９～＞法定福利費を内訳明示した見積書の活用

＜Ｈ２６．１～＞民間発注者に対し法定福利費が確保されるよう、
見積・契約等の際に配慮すること等を要請

＜Ｈ２７．１～＞法定福利費の確保に向けた関係者の申し合わせ
（法定福利費を内訳明示した見積書提出を見積条
件に明示）

＜Ｈ２７年度～＞元下間での法定福利費の確実な移転に向けた
研修等の実施
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98%

2%

＜雇用保険＞

加入
未加入

97%

3%
＜健康保険＞

加入
未加入

96%

4%
＜厚生年金＞

加入
未加入

95%

3% 2%
＜３保険＞

３保険加入
３保険いずれか加入
未加入

社会保険加入状況調査結果について

○ 公共事業労務費調査（平成27年10月調査）における社会保険加入状況調査結果をみると、
・ 企業別の加入率は、雇用保険では98% ［対前年度比+1.4% ］ 、健康保険では97% ［対前年度比+2.4% ］ 、厚生年金保

険では96% ［対前年度比+2.5% ］となっています。
・ 労働者別の加入率は、雇用保険では82% ［対前年度比+2.8% ］ 、健康保険では77% ［対前年度比+4.5% ］ 、厚生年金

保険では74% ［対前年度比+5.0% ］となっています。

企業別

労働者別

82%

18%

＜雇用保険＞

加入
未加入

77%

23%

＜健康保険＞

加入
未加入（市町村国民健康保険加入者を含む）

74%

26%

＜厚生年金＞

加入
未加入（国民年金加入者を含む）

72%

14%
14%

＜３保険＞

３保険加入
３保険いずれか加入
未加入

雇用保険 健康保険 厚生年金 3保険
H23.10 75% 60% 58% 57%
H24.10 75% 61% 60% 58%
H25.10 76% 66% 64% 62%
H26.10 79% 72% 69% 67%
H27.10 82% 77% 74% 72%

雇用保険 健康保険 厚生年金 3保険
H23.10 94% 86% 86% 84%
H24.10 95% 89% 89% 87%
H25.10 96% 92% 91% 90%
H26.10 96% 94% 94% 93%
H27.10 98% 97% 96% 95%

労働者別・３保険別加入割合の推移

企業別・３保険別加入割合の推移
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77.7%
79.3% 80.1%

82.8%

85.0%

54.9%
55.3%

59.5%

65.6%

70.8%

44.4%
46.2%

50.9%

57.3%

63.9%

43.6%

47.7%
48.8%

58.3%

66.4%

40%

45%

50%

55%

60%

65%

70%

75%

80%

85%

90%

95%

100%

H23.10 H24.10 H25.10 H26.10 H27.10

３保険加入割合
（元請・下請次数別）

元請

1次下請

2次下請

3次下請

62.1%

84.5%

63.0%

78.4%

37.8%

55.3%

73.2%

86.7%

58.2%

74.2%

50.5%

60.0%

73.3%

83.1%

66.2%

81.7%

54.8%

67.8%

56.7%

72.0%

35%

40%

45%

50%

55%

60%

65%

70%

75%

80%

85%

90%

95%

100%

H23.10 H24.10 H25.10 H26.10 H27.10

３保険加入割合
（地方別）

北海道 東北

関東 北陸

中部 近畿

中国 四国

九州・沖縄 全国

84.2%

97.2%

86.7%

97.4%

70.3%

92.9%

92.8%

98.1%

86.0%

91.3%

85.3%

95.3%

86.5%

97.7%

92.4%

98.5%

86.1%

94.7%

84.1%

95.6%

70%

75%

80%

85%

90%

95%

100%

H23.10 H24.10 H25.10 H26.10 H27.10

３保険加入割合
（地方別）

北海道

東北

関東

北陸

中部

近畿

中国

四国

九州・沖縄

全国

社会保険加入状況の推移（地方別、元請・下請次数別）

○ 公共事業労務費調査（平成24年～平成27年10月調査）における３保険加入状況をみると、全体的に加入割合は上
昇傾向にありますが、特に労働者別の加入割合について、他地方と比較して関東が、元請企業と比較して高次の下
請企業が、加入割合の低い傾向にあります。

96.4% 96.6% 96.7%
97.5%

98.5%

84.7%

88.2%

90.8%

93.6%

96.3%

72.9%

76.6%

81.8%

86.2%

91.5%

66.3%

74.7%

76.3%

82.6%

88.1%

60%

65%

70%

75%

80%

85%

90%

95%

100%

H23.10 H24.10 H25.10 H26.10 H27.10

３保険加入割合
（元請・下請次数別）

元請

1次下請

2次下請

3次下請

企業別 労働者別
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○ 社会保険未加入対策推進協議会に参加する建設業団体に所属する企業を対象に、「法定福利費を内訳明
示した見積書の活用状況」等について、平成27年11月にアンケート調査を実施。（回答数：約3000件）

○ 下請企業から注文者への法定福利費を内訳明示した見積書の提出については、ほとんど又は概ね提出して
いるが計約４割で、昨年から１２ポイント増加。

＜見積書の提出状況（下請企業への質問）＞

＜標準見積書を提出した結果（下請企業への質問）＞
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法定福利費を内訳明示した見積書の活用状況
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